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　2016 年、フランス債務法が大きく改正された。2016 年 2 月 10 日のオル
ドナンス（l’ordonnance nº 2016-131 du 10 février 2016）は、債務法のう
ち、特に、契約法、一般制度（régime général）に関する法、そして証拠
法の改正を指示し、同年 10 月 1 日に発効した。これは、民法典第 3 巻を
現代化し、単純化し、その読みやすさを改善し、契約の一般法、債務の制
度、証拠法への接近性を補強し、法的安定性と規範の効力を保証すること
を目指したものである（Loi nº 2015-177, 16 février 2015, art. 8）1。
　この改正は民法典の第 3 巻第 3 部、第 4 部、第 4 部 bis を大きく変更する
ものである。上記オルドナンスが民法典に挿入した条文は 353 箇条に及ぶ2。
　ところで、民法典第 3 巻第 4 部第 2 章（不法行為及び準不法行為）及び
第 4 部 bis（欠陥ある製造物の所為についての責任）に置かれていた民事
責任に関する規定（第 1382 条から第 1386 条の 18 までの規定）について
いえば、2016 年 2 月 10 日のオルドナンスは、見出しの変更と条文番号の
変更を指示したが、それにとどまり、内容を変更するには至らなかった。





　条文番号の変更は次の通りである。例えば、改正前の民法典第 3 巻第 4
部第 2 章の冒頭の規定である第 1382 条には、新しく第 1240 条という条文
番号が付されている。これに伴い、従来の第 1382 条から第 1386 条まで
が、第 1240 条から第 1244 条までとなっている。改正前の民法典第 3 巻第
4 部 bis の規定は、第 1386 条の 1 が第 1245 条とされ、第 1386 条の 2 が
第 1245 条の 1 と変更されたことから、これにあわせて、以降の規定の枝
番号が新しくなっている。その結果、改正前の第 1386 条の 1 から第 1386































としていた）、2015 年にオルドナンス案の公表、そして 2016 年 2 月 10 日
にオルドナンス案が可決された（（1）の記述を参照）。
　本稿で取り上げる民事責任改正法草案はこの一連の流れに続いている。
この草案は、2016 年 4 月 29 日からパブリック・コメントにかけられ、民
事責任法の改正への動きが再開されたのである。パブリック・コメント
は、同年 8 月 31 日に締め切られた。フランス司法省のウェブサイトによ
れば、2016 年末に法文が補強され（本稿脱稿時には未見である）、2017 年
3 月までに法文を閣議決定することが目標とされている。








　この草案は全 5 章から成り立っている。すなわち、第 1 章　前置規定、
















の異常な障碍（第 1244 条以下）、共同責任（第 1240 条）も注目される。








明確化・統一化が図られているとされる（第 1233 条第 2 項、第 1254 条、




　またこの草案は、生態環境損害を承認している（第 4 章第 2 節第 3 款）。
ただし、そのための款は設けられたが、生物多様性に関する法律草案の可
決を待ったため、この草案ではまだ法文は書き込まれていない。その後、
2016 年 8 月 8 日の法律（Loi nº 2016-1087 du 8 août 2016）が可決されて、
すでに民法典には、生態環境賠償のための新しい章が導入されている。現

























2016 年 4 月 29 日　司法大臣による法律草案の意見聴取
Ⅰ． 民法典第 1231 条から第 1245 条の 17 までは廃止される。
Ⅱ． 民法典第 1231 条は次のように起草される。「有効に形成された契約か
ら生じる債務の債権者は、不履行の場合に、第 2 編に規定される要件
において、その損害の賠償を債務者に請求することができる。」





民法典第 3 巻第 3 部第 2 編は次のように起草される。





















































































































































































































































































2． 国及びその他一定の公法人の民事賠償の訴えに関する 1959 年 1 月 7 日







































































































































































の他すべての配給形態のために、製造物を輸入する者。                                                                  








































保健衛生法典第 5 巻第 1 部第 2 編第 1 章で示された、人間が用いる健康に
ついてのあらゆる製造物によって引き起こされた場合、第 1298 条の 4°に
規定された免除原因を援用することができない。］








第 1299 条の 3
本節の規定に基づく賠償の訴えは、原告が、被害、欠陥及び製造業者の身
元を知った又は知るべきであった日から 3 年後に時効消滅する。










 1 Laurent Leveneur, Réforme du droit des contrats, du régime général et de 
la preuve des obligations, Livret comparatif, LexsisNexis, 2016, p. 1. のまと
めによる。なお、同書は LexisNexis 社刊行の 2017 年度版民法典の付録であ
る。





responsabilite-civile-28936.html（2017 年 1 月 15 日閲覧））を参照のこと。こ
のページから民事責任改正法草案（2016 年 4 月 29 日）をダウンロードする
こともできる。
 4 以下の記述は、最新刊の概説書である、Yvaine Buffelan-Lanore et Virginie 
Larribau-Terneyre, Droit civil, Les obligations, Sirey, 15e éd., 2017, par 
Virginie Larribau-Terneyre, nº 50 et s., p. 21 et s. で説明されているとこ
ろに依拠している。個々の記述についての注は割愛する。なお、今回十
分に活用はできなかったが、この改正草案に関するフランスの文献の主
な も の と し て、Geneviève Viney, «L’espoir d’une recodification du droit 
de la responsabilité civile», D. 2016. 1378 ; Jean-Sébastien Borghetti, «Vue 
d’ensemble de l’avant-projet de réforme», D. 2016. chron. 1386 ; Jean-
Sébastien Borghetti, «Commentaire des principales dispositions de l’avant-
projet de réforme», D. 2016. 1442. がある。この他、JCP G 2016, supplément 
au nº 30-35 が、«Avant-projet de loi portant réforme de la responsabilité 
civile Observations et propositions de modification» と題した特集号である。
 5 廣峰正子「フランス債務法改正作業における懲罰的賠償の処遇」日仏法学
28 号 91 頁以下（2015 年）では、債務法改正の進捗状況について整理されて
いる。
 6 Pierre Catala （dir.）, Avant-projet de réforme du droit des obligations et 
de la prescription, Doc. fr. 2006. なお、翻訳として、上井長十「［資料］フラ
ンス債務法及び時効法改正草案構想（avant-projet）─カタラ草案試訳（1）
～（4）」三重大学法経論集第 26 巻第 2 号 145 頁（2009 年）、第 27 巻第 1
号 21 頁（2009 年）、第 28 巻第 1 号 47 頁（2010 年）、第 28 巻第 2 号 127 頁
（2011 年）がある。
 7 François Terré （dir.）, Pour une réforme du droit des contrats, Dalloz, 2009 
; François Terré （dir.）, Pour une réforme de la responsabilité civile, Dalloz, 
2011 ;  François Terré （dir.）, Pour une réforme du régime général des obli-
gations, Dalloz, 2011.
 8 日本語の資料として、荻野奈緒「元老院調査報告書五五八号（二〇〇八─
二〇〇九）の概要─フランス民事責任法の現代的課題」同志社法学 62 巻 2
号 217 頁（2010 年）。
148
 9 Yvaine Buffelan-Lanore et Virginie Larribau-Terneyre, op. cit. note 4, nº 
2216 et s., p. 709 et s.　以下の記述は同書に依拠しているが、相当に簡略化
してまとめている。ここでも、個々の記述について注を割愛することをお許
しいただきたい。





































　脱稿後（2017 年 1 月）、中原太郎・訳「民事責任の改正に関する法律草案（フラ
ンス司法省・2016 年 4 月 29 日）」法学 80 巻 5 号 104 頁（2016 年 12 月）、ヨナス・
クネチュ（ジョナス・クネシュ）（中原太郎・訳）「フランス民事責任法改正─
2016 年 4 月 29 日の司法省法律草案の比較法的検討」法学 80 巻 5 号 86 頁（2016 年
12 月）、廣峰正子「フランス不法行為法改革の最前線」法律時報 89 巻 2 号 94 頁
（2017 年 1 月）に接した。本稿では、上記先行業績の成果を反映させることができ
なかった。しかし、翻訳例が複数あることにもなんらかの意味があろうと考え直
し、当初の内容のまま掲載することとした。
